
 

埼玉県立浦和商業高等学校令和９年度入学生に係る 

タブレット端末調達等業務に係る協定書（案）  

 

 

 埼玉県立浦和商業高等学校令和９年度入学生に係るタブレット端末（以下「端末」という。）

の調達等業務に関し、埼玉県立浦和商業高等学校（以下「甲」という。）と○○○○（以下

「乙」という。）は、次のとおり協定を締結する。 

 

第１条 乙は、この協定書に定める各条項のほか、別紙「埼玉県立浦和商業高等学校令和９

年度入学生に係るタブレット端末調達等業務仕様書」及び参加時の質問に対する回答（以

下「仕様書等」という。）の内容について誠意をもって履行しなければならない。 

２ 甲は乙に対し、協定に係る業務の履行について指導・監督することができる。 

 

第２条 端末の予定購入台数及び一台当たりの単価（税込）については、以下のとおりとす

る。なお、乙が調達する端末の詳細については、仕様書のとおりとする。  

予 定 購 入 台 数    ２８０台  

一台当たりの単価（税込） 円 

２ 前項の台数については、次の場合により増減することがある。なお、購入台数が減った

場合においても、減った台数を甲が補償して購入するものではない。 

（１）入学者数の増減があった場合 

（２）本協定に基づき乙が調達する端末を購入せず、例外的に甲が認めた他の端末を使用す

る入学者がいる場合 

（３）貸出用端末を利用するなど、生徒（保護者等）（以下「購入者」という。）が購入し

ないことを甲が例外的に認めた場合 

３ 第１項の端末については、令和９年４月３０日までに甲の指定する場所へ納入すること。 

 

第３条 乙が購入者へ販売する端末の価格は、第２条第１項に定める協定単価とし、購入者

が乙へ支払う。ただし、甲が購入者に対し、端末の購入と併せて端末以外の商品の購入を

指定する場合は、別途、甲乙協議した単価により販売するものとする。 

２ 乙の指定する期日までに購入者が購入代金の支払いを行わない場合、乙は支払いの確認

が取れるまで購入者へ端末の販売をしないことができる。 

３ 乙は、購入者が指定する期日までに代金の支払を完了していない場合、甲に対し、その

旨を報告するものとする。報告を受けた甲は、速やかに該当購入者に連絡を行い、原則と

して、令和９年３月３１日までに乙へ支払いを行わせることとする。 

 



 

第４条 乙は、天災等の不可抗力その他正当な事由により期限内に端末の納入を完了できな

くなった場合、延期理由の発生後直ちに、その理由を明示した書面により甲に対し納期延

長を請求することができる。この場合、甲がやむを得ないと認めたときは、相当日数に限

りこれを承認することができる。 

 

第５条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、何らの催告を要せず協定を解除

することができるものとし、このことにより乙に損害が生じても、甲はその責めを負わな

いものとする。 

（１）納入期限までに端末の納入を完了する見込みがないと明らかに認められるとき。 

（２）この協定に関し、不正又は不誠実な行為をしたと甲が認めたとき。 

（３）「埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱」第３条又は第４条の規定により、「埼玉 

 県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱」に基づく入札参加停止措置を受けたとき。 

（４）この協定に関し、暴力団等による不当介入を受けたにもかかわらず、警察への通報若 

 しくは甲への報告を怠り、著しく信頼を損なう行為を行ったと認められるとき。 

 

第６条 前条の規定による解除により、甲に損害が生じたときは、乙は損害賠償の責めを負

う。 

２ 前条の規定により協定が解除される場合、乙は、その責任において購入者に対する保証

の引継ぎ先を選定し、甲に届出るものとする。なお、保証の引継ぎに要する費用は、全て

乙が負担するものとする。 

 

第７条 乙は、この協定によって生ずる権利又は義務を他に譲渡し、又は承継させ若しくは

担保に供することはできない。ただし、あらかじめ、甲の書面による承諾を得た場合は、

この限りでない。 

２ 乙は、業務の全部又は一部の履行を他に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、

あらかじめ、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

第８条 乙は、業務の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

第９条 甲及び乙は、この協定による業務の履行に関して個人情報を取り扱う場合は、別記

１「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

第 10条 乙は、この協定による業務の履行に関して別記２「情報セキュリティに関する特記

事項」を遵守しなければならない。 

 



 

第 11 条 この協定に定めのない事項又はこの協定について疑義が生じたときは、甲乙協議の

うえ決定する。 

２ 協議が整わないときは、甲の決定するところによる。 

 

 

 この協定の成立を証するため協定書２通を作成し、甲・乙各１通を所有するものとする。 

 

 

 

   令和  年  月  日 

 

 

 

             甲 住 所  埼玉県さいたま市南区白幡二丁目１９番３９号 

               氏 名  埼玉県立浦和商業高等学校 

 

                    校長 白井 智也 

 

 

 

             乙 住 所   

               会社名   

                     

                     

 


